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１．はじめに
　新築戸建住宅の取得を検討する場合の選択肢
には分譲住宅と注文住宅がある。建て主の要望
を反映することができる注文住宅の依頼先には
ハウスメーカーや工務店、建築家等があるが、
どの依頼先を選定するかは家づくりの満足度に
も大きく影響する。建築家に依頼すると、建て
主の個性に合わせた間取りやデザインへのこだ
わりを実現できる魅力がある反面、その実態を
把握しにくいといった側面がある。ライフスタ
イルや価値観の多様化とともに、より多くの建
て主が建築家との家づくりを選択肢の一つとし
て検討できるようになるためには、建築家の手
掛ける住宅の実態を把握することが必要である。
　建築家とは、建築物の設計や監理などを行う
プロフェッショナルな職業である。建築家とし
て働いている人の正確な人数を把握することは
できないが、国土交通省住宅局建築指導課が発
表している「建築士・建築士事務所登録状況」１）
によると、2018（平成30）年4月1日時点で一級
建築士の登録者数は36万9,849人である。登録
者数は年々増加しているが、その増加率は下
がっている。今後は人口減少とともに、一級建
築士の登録者数は減少することが予測される。
また、2018（平成30）年4月1日時点の一級建築
士事務所数は7万6,388事務所、二級建築士事務
所数は2万5,869事務所、木造建築士事務所数は
248事務所あり、合計すると10万以上の建築士
事務所が登録されている。
　そこで本報告では、日本の戸建住宅市場を整
理したうえで、現在と過去の二時点で建築家の
設計による住宅を比較することにより、建築家
の手掛ける住宅の実態把握を試みる。
２．日本の戸建住宅の実態
（１）既存戸建住宅の実態
　「平成25年住宅・土地統計調査」（総務省統計
局）２）によると、2013（平成25）年の日本の総
住宅数は6,063万戸、総世帯数は5,245万世帯で、
１世帯あたりの住宅数は1.16である（図１）。
2008（平成20）年と比較すると総住宅数は5.3%、
総世帯数は5.0% 増加している。総住宅数と総
世帯数の推移をみると、1968（昭和43）年に総
住宅数（2,559万戸）が総世帯数（2,532万世帯）
を27万戸上回った。1973（昭和48）年には全て
の都道府県で総住宅数が総世帯数を上回り、そ
の後、総住宅数と総世帯数の差は拡大し続けて
おり、空き家の増加へとつながっている。なお、
2013（平成25）年の総住宅数のうち居住世帯の
ある住宅は5,210万戸で、総住宅数の85.9％であ
る。
　居住世帯のある住宅5,210万戸を建て方別に
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みると、「一戸建」は2,860万戸で54.9% を占め
て い る。 そ の 他、「 共 同 住 宅 」 が2,209万 戸
（42.4%）、「長屋建」が129万戸（2.5%）、「その他」
が13万戸（0.2%）となっている。2008（平成
20）年の住宅数と比較すると、「一戸建」は115
万戸、「共同住宅」は140万戸増加しているが、
その割合をみると「一戸建」は低下しているの
に対して「共同住宅」は上昇している（図２）。
日本の住宅は「一戸建」と「共同住宅」が各半
数を占める時代へと変化してきていることがわ
かる。
　居住世帯のある「一戸建」住宅2,860万戸を
構造別にみると、「木造」は2,637万戸（92.2%）、
「非木造」は223万戸（7.8%）で、９割以上の「一
戸建」住宅が「木造」であることがわかる（図
３）。それに対して「共同住宅」は約９割が「非
木造」である。
（２）新築戸建住宅の実態
　2017（平成29）年度の「住宅着工統計」（国
土交通省）３）によると、新設住宅着工戸数は94
万6,396戸で、前年度から2.8% 減少している。
リーマンショックにより日本の景気が急激に悪
化した後の2009（平成21）年に新設住宅着工戸
数は急激に落ち込み、年間80万戸にまで縮小し
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図１　総住宅数、総世帯数および１世帯当たり住宅数の推移
　　　※出典：「平成25年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）
図２　住宅の建て方別割合の推移
　　　【出典】「平成25年住宅・土地統計調査」（総
務省統計局）
図３　住宅の建て方別にみた構造別割合
　　　（2013（平成25）年）
　　　【出典】「平成25年住宅・土地統計調査」（総
務省統計局）
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た。それ以来、年間100万戸を超えていない
（図４）。新設住宅着工戸数を建て方別にみると、
「一戸建」は42万6,369戸で、全体の45.1％を占
めている。
　「一戸建」新設住宅着工戸数を利用関係別に
みると、「持家」は27万9,286戸で全体の65.5%
を占めているが、「持家」と「分譲住宅」の割
合の推移をみると、「持家」が徐々に減少し、「分
譲住宅」の割合が増加していることがわかる
（図５）。
　「一戸建」新設住宅着工戸数を構造別にみると、
「木造」が38万1,863戸で89.6% と約９割を占め
ている（図６）。「木造」のうち「在来工法」が
32万5,153戸で、「一戸建」住宅のうち４分の３
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図４　新設住宅着工戸数と「一戸建」新設住宅戸数の推移
　　　【出典】「住宅着工統計」（国土交通省）
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図５　利用関係別「一戸建」新設住宅着工戸数および「持家」・「分譲住宅」割合の推移
　　　【出典】「住宅着工統計」（国土交通省）
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以上が「木造在来工法」で新設されていること
がわかる。「在来工法」以外の「木造」をみると、
「ツーバイフォー」が４万6,339戸（「一戸建」
全体の10.9%）、「木質系プレハブ」が１万61戸
（「一戸建」全体の2.4%）である。「非木造」の
うち「木質系以外のプレハブ」が３万8,250戸
（「一戸建」全体の9.0%）、「鉄骨造・鉄筋コンク
リート造等」が6,256戸（「一戸建」全体の1.5%）
となっている。「プレハブ住宅」は４万8,311戸
と「一戸建」全体の11.4% を占めている。
　1988（平成元）年の「一戸建」の新設住宅着
工戸数66万4,668戸を建て方別・構造別にみた
ものを図７に示す。1988（平成元）年と2017（平
成29）年を比較すると、「木造」の占める割合
が78.4% から89.6% へと増加していることがわ
かる。特に「ツーバイフォー」の割合が増えて
いるが、これは「分譲住宅」の割合が増えてい
ることが影響していると考えられる。一方で、
「鉄骨造・鉄筋コンクリート造等」の占める割
合は8.7% から1.5% まで減少している。
（３）戸建住宅の規模
　「平成25年住宅・土地統計調査」（総務省統計
局）２）によると、2013（平成25）年の「一戸建」
１住宅あたりの平均延床面積は129.84㎡である
（図８）。３大都市圏別に「一戸建」の延床面積
をみると、関東大都市圏は113.85㎡、中京大都
市圏は138.35㎡、近畿大都市圏は121.93㎡となっ
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ており、関東大都市圏の延床面積は平均値と比
較して約６㎡小さいことがわかる。
　「2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告
書」（一般社団法人住宅生産団体連合会）４）に
よると、2017（平成29）年度の「戸建注文」住
宅の平均延床面積は128.6㎡である（図８）。「平
成25年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）２）
による「一戸建」住宅の平均延床面積と比較す
るために、2013（平成25）年度の平均延床面積
を見ると131.3㎡で、その差は1.46㎡と「一戸建」
住宅全体の平均延床面積とほぼ同規模の「戸建
注文」住宅が建てられていることがわかる。
（４）戸建住宅の建築費
「2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告書」
（一般社団法人住宅生産団体連合会）４）によると、
2017（平成29）年度の「戸建注文」住宅の平均
建築費は3,535万円、平均建築費単価は27.5万円
／㎡で、2012（平成24）年度以降「戸建注文」
住宅の建築費単価は増加傾向にある（図９）。
　「2017年注文住宅動向・トレンド調査」（株式
会社リクルート住まいカンパニー）５）による平
均建築費は2,775万円である。２つの調査では
平均建築費に760万円の差があるが、「2017年度
戸建注文住宅の顧客実態調査報告書」（一般社
団法人住宅生産団体連合会）４）は主要都市圏に
おける主にハウスメーカーによる戸建注文住宅
の顧客に対する調査であるため、比較的大きな
差が生じていると考えられる。
（５）戸建住宅に対する意識
　「2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告
書」（一般社団法人住宅生産団体連合会）４）に
よる「住宅を購入するうえで特に重視した点」
をみると、「住宅の間取り」が67.8％で最も高く、
次いで「住宅の断熱性や気密性」（47.0％）、「地
震時の住宅の安全性」（41.4％）、「収納の多さ、
使いやすさ」（40.4％）、「住宅の広さ」（31.9％）
となっている（図10）。
　「住宅購入者及び住宅購入検討者の住宅取得
における行動、意向に関する意識調査」（ハイ
アス・アンド・カンパニー株式会社）６）による
「住宅購入を検討し始めたときに重視していた
こと」をみると、「立地・周辺環境」が80.9%
で最も高く、次いで「間取り・部屋数」65.4%、「購
入予算」52.2%、「広さ・面積」40.0%、「性能の
高さ（断熱性・気密性・防音性等）」28.4% となっ
136.4
131.8 130.9 131.2
129.0
131.3
129.2
132.4
130.1
128.6
128.64
129.84
120.0
125.0
130.0
135.0
140.0
20
08
（平
成
20
）
20
09
（平
成
21
）
20
10
（平
成
22
）
20
11
（平
成
23
）
20
12
（平
成
24
）
20
13
（平
成
25
）
20
14
（平
成
26
）
20
15
（平
成
27
）
20
16
（平
成
28
）
20
17
（平
成
29
）
2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告書
住宅・土地統計調査
（㎡）
図８　戸建住宅の平均延床面積の推移
　　　【出典】「平成25年住宅・土地統計調査」「平
成20年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）
　　　「2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告
書」（一般社団法人住宅生産団体連合会）
24.4 24.4
24.0 23.8 23.7
24.7
25.6 25.4
26.5
27.5
22.0
23.0
24.0
25.0
26.0
27.0
28.0
29.0
20
08
（平
成
20
）
20
09
（平
成
21
）
20
10
（平
成
22
）
20
11
（平
成
23
）
20
12
（平
成
24
）
20
13
（平
成
25
）
20
14
（平
成
26
）
20
15
（平
成
27
）
20
16
（平
成
28
）
20
17
（平
成
29
）
（万円/㎡）
図９　戸建住宅の平均建築費単価の推移
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ている（図11）。いずれの調査結果からも住宅
の間取りや広さ、性能への関心が高いことがう
かがえる。
　注文住宅検討者・購入者と建売住宅検討者・
購入者を比較すると、注文住宅検討者・購入者
は「性能の高さ（断熱性・気密性・防音性等）」
や「インテリアデザイン」を重視する割合が建
売住宅検討者・既購入者に比べて高い傾向が見
られ、建て主のこだわりを反映させたい部分で
あると考えられる（図11）。
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全体 80.9% 65.4% 52.2% 40.0% 28.4% 15.7% 9.3% 6.4% 1.3% 0.2%
注文住宅購入者 66.4% 56.4% 53.0% 39.6% 38.9% 16.8% 13.4% 12.8% 2.0% 0.7%
注文住宅検討者 76.1% 59.4% 48.9% 37.2% 41.1% 14.4% 12.2% 10.0% 0.6% 0.0%
建売住宅購入者 87.7% 70.2% 51.8% 37.7% 18.4% 18.4% 7.9% 4.4% 2.6% 0.9%
建売住宅検討者 85.3% 65.1% 46.8% 43.1% 30.3% 12.8% 10.1% 5.5% 0.9% 0.0%
注文住宅購入者・検討者と
建売住宅購入者・検討者に
違いがみられる
注文住宅購入者・検討者と
建売住宅購入者・検討者に
違いがみられる
図11　住宅購入を検討し始めたときに重視していたこと
　　　【出典】「住宅購入者及び住宅購入検討者の住宅取得における行動、
意向に関する意識調査」（ハイアス・アンド・カンパニー株式会社）
図10　住宅を購入するうえで特に重視した点
　　　【出典】「2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告書」（一般社団法人住宅生産団体連合会）
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３．建築家の設計による戸建住宅
（１）2017（平成29）年と1987（昭和62）年
の比較調査
　建築家の設計による戸建住宅の実態を統計的
に把握することは難しいが、多くの雑誌や書籍
等のメディアで取り上げられている事例から読
み取ることができる。そこで、多くの事例を収
集でき、建物に関する詳細情報が掲載されてい
る建築専門雑誌である『新建築住宅特集』７）８）
から建築家の設計による戸建住宅の収集・分析
を試みた注１）。
　『新建築住宅特集』は1985（昭和60）年に創
刊され1986（昭和61）年より月刊誌となって以
来、毎月建築家の設計による住宅が数多く掲載
されてきた。今回は現在と過去の建築家の設計
による戸建住宅に変化がみられるかを調査する
ために、2017（平成29）年と1987（昭和62）年
に掲載された住宅についての二時点での比較を
行った。掲載されている住宅には新築もあれば
リフォームもあり、用途も専用住宅から併用住
新建築住宅特集 1987（昭和62）年 新建築住宅特集 2017（平成29）年
対象事例数 123事例 110事例
平均延床面積 207.45㎡ 134.07㎡
平均設計期間 7.82ヶ月 13.34ヶ月
設計期間
平均工事期間 7.84ヶ月 8.86ヶ月
工事期間
構造
図12　「新建築住宅特集」の二時点比較
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宅、別荘、集合住宅など多様なため、今回の対
象は新築戸建の専用住宅とした。対象の住宅事
例数は、2017（平成29）年が110事例、1987（昭
和62）年が123事例となった。
（２）構造の比較（図12）
　住宅の構造についてその割合を比較すると、
1987（昭和62）年は鉄筋コンクリート造が最も
多く38.5% と約４割を占めているが、2017（平
成29）年は木造が71.8% と７割以上を占める割
合となり、鉄筋コンクリート造は8.2% にまで
減少している。
　1989（平成元年）の新設戸建住宅の構造別割
合（図７）と1987（昭和62）年の建築家の設計
による戸建住宅の構造別割合を比較すると、そ
の構成比は全く異なり、建築家の設計による戸
建住宅は非木造が約75％を占めている。しかし、
2017（平成29）年の新設戸建住宅の構造別割合
（図６）と建築家の設計による戸建住宅の構造
別割合を比較すると、その構成比がかなり近づ
いており、構造の観点からみると、建築家の設
計による戸建住宅は特殊な住宅から一般的な住
宅になってきているのではないかと考えられる。
（３）延床面積の比較（図12）
　平均延床面積を比較すると、1987（昭和62）
年は207.45㎡であるのに対して2017（平成29）
年は134.07㎡で、73.38㎡も小さくなっている。
1987（昭和62）年はバブル期であったことも影
響していると考えられるが、30年で建築家の手
掛ける住宅の面積には大きな変化が生じている
ことがわかる。
　「2017年度戸建注文住宅の顧客実態調査報告
書」（一般社団法人住宅生産団体連合会）４）に
よる「戸建注文」住宅の平均延床面積128.6㎡
と比較すると、2017（平成29）年の建築家の設
計による住宅の平均延床面積は約5.5㎡大きい
ので、現在でも建築家の手掛ける住宅の面積は
平均的な住宅よりやや大きい。
（４）設計期間・工事期間の比較（図12）
　建築家が手掛ける住宅の特徴として設計期間
の長さがあると考えられる。2017（平成29）年
の平均設計期間は13.34か月であるのに対して、
1987（昭和62）年の平均設計期間は7.82か月で
あり、2017（平成29）年は約半年も設計期間が
長くなっており、設計に非常に長い時間を要し
ていることがわかる。
　平均工事期間を比較すると、1987（昭和62）
年は7.84か月であるのに対して、2017（平成
29）年は8.86か月である。2017（平成29）年の
方が、平均延床面積が小さく木造住宅の割合が
多くなっているにもかかわらず約１か月も工事
期間が長くなっている。30年前と比較すると、
設計期間も工事期間もかなり長くなっているこ
とが分かる。
４．まとめ
　日本における住宅の建て方は戸建住宅の占め
る割合の大きい時代から、戸建住宅と共同住宅
が二分する時代になってきている。戸建住宅に
着目すると、その９割以上が木造で、鉄筋コン
クリート造や鉄骨造の住宅は少ない。新築戸建
住宅をみても木造が約９割を占めており、今後
も日本の戸建住宅の大きなボリュームを木造が
占めることは変わらないと考えられる。
　建築家の設計による戸建住宅の構造に着目す
ると、約30年前には鉄筋コンクリート造や鉄骨
造の割合が多く、新築戸建住宅の割合において
は8.7% のニッチな市場を中心に手掛けていた
ことがわかる。しかし、現在の建築家の設計に
よる戸建住宅は木造が７割以上を占めている。
その多くが在来工法であることを考えると、新
築戸建住宅における在来工法の割合76.3% に近
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い割合になっており、平均的な戸建住宅市場と
同じような構成になってきていることがわかる。
戸建住宅の設計を建築家に依頼することは、約
30年前にはニッチな市場の住宅をつくるための
選択肢としての側面が大きかったが、現在は一
般的な住宅をつくるための選択肢として考えら
れるようになってきているのではないだろうか。
　その一方で、設計期間や工事期間は約30年前
と比較して長くなっており、建築家の設計によ
る戸建住宅は設計や工事に手間がかかるように
なってきているのではないかと考えられる。こ
だわりを実現させる家づくりだからこそ期間が
長くなることは想定されるが、同じコストや規
模で期間だけが長くなることには問題も生じて
いるのではないだろうか。期間が長期化してい
る具体的な要因を探ることにより、建築家の設
計する戸建住宅の実態をより明らかにすること
ができるのではないかと考えられる。
注
注１）雑誌編集の観点から掲載住宅の選定が行
われているが、建築家の設計による住宅と
しての一定の傾向をみることができると考
える。
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